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県
の
統
一
化
に
よ
り
、
ど

の
よ
う
な
恩
恵
を
受
け
た

の
か
。「

国
民
健
康
保
険
【
税
】」

と
記
述
し
な
い
県
の
見
解

を
求
め
る
。

県
か
ら
本
町
に
示
さ
れ
た

令
和
５
年
度
の
一
人
当
た

り
の
納
付
金
は
13
万
４
，７
２
０

円
で
す
。
標
準
保
険
料
は
11
万
９
，

６
６
１
円
で
あ
る
。
本
町
の
令
和

５
年
度
の
国
保
税
を
引
き
上
げ
ら

れ
る
の
か
。

　

基
金
の
活
用
は
、
想
定
を
上
回

る
負
担
増
へ
の
対
応
、
保
険
料
統

一
化
に
よ
る
被
保
険
者
の
過
重
な

影
響
が
あ
る
場
合
に
活
用
す
る
。

　

広
域
化
に
よ
っ
て
、
事
務
の
標

準
化
や
平
準
化
が
図
ら
れ
、
町
の

事
業
は
安
定
し
た
。

　

令
和
４
年
度
と
比
較
し
て
、
そ

れ
ぞ
れ
増
え
て
い
る
。
本
来
的
に

は
納
付
金
等
の
増
額
に
よ
っ
て
国

保
税
率
を
引
き
上
げ
る
必
要
が
あ

る
が
、
運
営
協
議
会
か
ら
令
和
５

年
度
の
保
険
税
は
据
え
置
く
と
の

答
申
を
い
た
だ
い
て
い
る
。

　

基
金
を
含
め
た
余
剰
金
を
活
用

し
て
現
行
税
率
を
維
持
し
た
場
合
、

数
年
後
に
は
運
営
が
困
難
な
状
況

に
陥
る
。

　

県
の
資
料
に
記
載
し
て
い
る

「
国
民
健
康
保
険
料
」
の
記
述
は
、

一
般
的
な
名
称
と
し
て
使
用
し
て

い
る
も
の
で
あ
り
、
県
下
統
一
化

の
際
に
、「
税
」
の
表
記
を
廃
止
し
、

名
称
を「
保
険【
料
】」
に
統
一
す

る
意
図
で
使
用
し
て
い
る
も
の
で

な
い
と
の
回
答
を
得
て
い
る
。

　

義
務
教
育
就
学
の
被
保
険
者
等

の
課
税
の
取
り
扱
い
は
、
市
町
や

県
独
自
の
取
り
組
み
で
は
な
く
、

国
と
し
て
制
度
化
さ
れ
る
こ
と
が

必
要
と
考
え
る
。

　

昨
年
の
５
月
に
当
面
の
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
を
示
し
、
庁
舎
関
係
の

予
算
は
令
和
５
年
度
当
初
予
算
に

計
上
す
る
旨
を
説
明
し
た
。

　

愛
知
川
公
民
館
、
町
民
セ
ン

タ
ー
で
の
活
動
は
、
愛
の
郷
を
複

　

庁
舎
、
現
保
健
セ
ン
タ
ー
と
横

一
列
の
配
置
が
最
善
と
考
え
る
。

　

伝
統
産
業
会
館
は
、
現
時
点
で

の
活
用
の
予
定
は
な
い
。
適
切
な

時
期
に
議
論
の
う
え
で
考
え
る
。

（
住
民
課
長
）

（
町
長
）

（
総
務
政
策
監
）

（
住
民
課
長
）

（
総
務
政
策
監
）

（
町
長
）

（
町
長
）

（
町
長
）

（
町
長
）

問問問
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答

国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て

庁
舎
等
公
共
施
設
最
適
配

置
に
つ
い
て

基金を使って18歳以下の国保税
廃止を求める

Q

国として制度化されることが必要と考えるA

18 歳以下の国保税の
廃止について

改修予定の愛知川保健センター仮設畦畔工事が進む神郷彦根線

現
在
の
国
保
税
を
維
持
し

た
場
合
、
何
年
後
に
赤
字

財
政
と
な
る
の
か
。

令
和
４
年
度
で
も
基
金
積

み
増
し
が
行
わ
れ
て
い

る
。
基
金
の
一
部
を
使
っ
て
納
付

金
に
充
当
す
る
。
す
べ
て
を
使
用

し
な
い
の
で
、
今
後
の
使
途
を
確

認
す
る
。

新
保
健
セ
ン
タ
ー
を
旧
警

部
交
番
用
地
へ
の
変
更

と
、
伝
統
産
業
会
館
の
扱
い
を
問

う
。

保
険
者
の
裁
量
権
を
生
か

し
て
18
歳
ま
で
の
子
ど
も

の
賦
課
金
を
廃
止
す
る
こ
と
を
求

め
る
。

来
年
度
予
算
を
前
に
急
ぎ

協
議
の
場
を
持
っ
た
こ
と

を
問
う
。愛

知
川
公
民
館
お
よ
び
町

民
セ
ン
タ
ー
で
の
活
動
と

貸
し
館
業
務
の
移
行
に
つ
い
て
問

う
。

問問

問

問問問
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農
村
環
境
維
持
管
理
シ
ス
テ
ム

ま
ち
の
公
共
事
業

　

町
で
は
農
業
用
燃
油
等
高
騰
対

策
緊
急
支
援
補
助
金
を
上
乗
せ
助

成
し
た
ほ
か
、
現
在
も
化
学
肥
料

低
減
に
取
り
組
む
農
業
者
に
対
し

国
の
肥
料
高
騰
対
策
事
業
が
続
け

ら
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
土
地
改
良

区
水
利
施
設
の
電
気
料
金
を
助
成

し
て
農
業
者
の
負
担
軽
減
を
図
っ

て
い
る
。
町
内
22
の
集
落
で
取
り

組
み
を
頂
い
て
い
る
農
村
ま
る
ご

と
保
全
向
上
対
策
組
織
の
広
域
化

も
支
援
し
て
い
る
。

　

令
和
５
年
度
は
、
人
・
農
地
プ

ラ
ン
の
法
定
化
に
伴
う
地
域
計
画

を
全
て
の
地
域
で
策
定
す
る
必
要

（
副
町
長
）

答

持続可能な農村への
施策の必要性
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農
村
環
境
維
持
発
展
に

は
、
耕
作
す
る
こ
と
に
よ

り
農
産
物
の
生
産
活
動
に
お
い
て

環
境
保
全
が
成
り
立
つ
も
の
で
あ

る
。

　
大
規
模
経
営
、
家
族
経
営
農
家
、

集
落
営
農
等
、
多
様
な
規
模
の
農

業
者
が
土
を
耕
し
作
物
を
作
る
こ

と
で
、
農
産
物
の
生
産
に
つ
な
が

り
農
地
の
保
全
が
保
た
れ
る
こ
と

が
大
事
で
、
荒
廃
さ
せ
な
い
こ
と

が
持
続
可
能
な
地
域
環
境
の
存
続
、

維
持
、
発
展
に
つ
な
が
る
が
、
ど

の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。

神
郷
彦
根
線
で
の
説
明
会

で
は
用
地
買
収
が
完
了
し

て
い
る
と
こ
ろ
の
図
面
だ
け
の
説

明
で
、
工
事
の
内
容
は
詳
細
な
と

こ
ろ
は
分
か
ら
ず
、
農
地
の
管
理

作
業
を
す
る
側
に
立
っ
た
考
え
は

無
い
の
か
。

燃
料
・
肥
料
高
騰
は
、
助

成
さ
れ
て
い
る
。
機
械
設

備
に
対
す
る
助
成
は
、
集
落
営
農

だ
け
で
あ
る
。

　
認
定
農
家
の
個
人
農
家
に
対
し

て
は
、
米
価
が
下
が
っ
て
も
何
の

助
成
も
な
い
。
考
え
方
を
問
う
。

身
近
な
町
が
先
頭
に
立
っ

て
、
経
営
の
中
で
農
地
の

維
持
管
理
が
保
た
れ
る
と
い
う
の

が
一
番
大
事
で
あ
る
。
収
支
や
後

継
者
育
成
を
踏
ま
え
考
え
方
な
ど

を
問
う
。

　

米
価
の
変
遷
も
確
認
し
な
が
ら
、

協
議
し
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
。

　

農
業
経
営
の
維
持
は
国
の
経
営

所
得
安
定
対
策
が
主
体
と
な
っ
て

動
い
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
昨
年

度
は
事
前
契
約
、
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

　

な
か
な
か
本
当
に
難
し
い
。
収

入
補
償
等
々
と
い
う
こ
と
で
、
公

的
な
支
援
と
、
公
的
と
い
う
か
そ

う
い
う
支
援
の
枠
と
い
う
こ
と
は

当
然
で
あ
る
。

　

そ
れ
で
も
厳
し
い
と
い
う
状
況

を
今
お
教
え
を
頂
い
て
い
る
。

　

県
、
町
の
公
共
事
業
は
、
い
ず

れ
も
地
元
の
地
域
の
皆
様
の
理
解

や
協
力
に
よ
り
成
り
立
っ
て
い
る
。

　

今
後
の
県
事
業
に
お
い
て
は
県

と
町
で
十
分
な
事
前
協
議
を
行
っ

た
う
え
で
、
地
元
と
も
し
っ
か
り

情
報
共
有
を
行
い
取
り
組
ん
で
い

く
。

（
産
業
政
策
監
）

（
農
林
振
興
課
長
）

（
町
長
）

（
建
設･

下
水
道
課
長
）

問

問
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答

持続可能な地域環境の存続、
維持、発展は

Q

人･農地プランの法定化に伴う
地域計画の策定で
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合
施
設
に
改
修
し
て
、
そ
の
ス

ペ
ー
ス
を
確
保
す
る
。
今
後
、
愛

の
郷
の
改
修
設
計
に
お
い
て
、
貸

し
館
業
務
を
行
え
る
ス
ペ
ー
ス
や

部
屋
を
確
保
す
る
考
え
で
あ
る
。

が
あ
る
こ
と
か
ら
、
町
の
担
当
人

材
を
強
化
し
な
が
ら
、
県
、
Ｊ
Ａ
、

農
業
委
員
会
な
ど
関
係
機
関
と
と

も
に
農
地
の
利
用
を
推
進
す
る
。

　

ま
た
、
集
落
営
農
条
件
整
備
事

業
補
助
金
を
継
続
す
る
ほ
か
、
園

芸
作
物
を
振
興
す
る
パ
イ
プ
ハ
ウ

ス
等
設
置
補
助
金
を
拡
充
す
る
。

ン
事
業
に
よ
り
出
荷
先
、
新
市
場

の
開
拓
を
中
心
に
対
策
を
し
た
。

ま
た
、
収
入
保
険
な
ど
の
取
り
組

み
は
今
後
進
め
る
予
定
で
あ
る
。

　

農
業
経
営
基
盤
の
強
化
の
促
進

に
関
す
る
基
本
的
な
構
想
で
も
、

地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た
多
様
な

担
い
手
の
育
成
を
謳
っ
て
い
る
。

　

人
・
農
地
プ
ラ
ン
の
法
定
化
に

伴
う
地
域
計
画
の
策
定
の
た
め
、

将
来
の
農
業
の
後
継
者
を
話
し
合

う
集
落
座
談
会
を
開
催
し
、
認
定

農
業
者
や
集
落
営
農
組
織
に
加
え
、

個
人
農
家
や
兼
業
農
家
な
ど
多
様

な
担
い
手
が
農
地
を
有
効
利
用
で

き
る
仕
組
み
を
地
域
ご
と
に
考
え

て
い
く
よ
う
法
律
が
改
正
さ
れ
た
。

　

地
域
と
農
業
者
が
一
体
に
な
っ

て
農
作
物
の
生
産
や
農
地
・
農
村

環
境
の
保
全
を
考
え
、
実
現
に
向

か
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。


